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川内市、薩摩郡 脇町、同郡入来町、同郡東郷町、同郡祁答院町、同郡
里村、同郡上甑村、同郡下甑村及び同郡鹿島村の廃置分合について（申請）

地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、平成 年 月 日から川内市、薩摩郡

脇町、同郡入来町、同郡東郷町、同郡祁答院町、同郡里村、同郡上甑村、同郡下甑村及び同郡鹿島村を廃

し、その区域をもって薩摩川内市を設置することとしたいので、関係書類を添えて申請します。

（関係書類）

新市の名称
ふりがな

及び名称選定理由

新市の事務所の位置及び選定理由

廃置分合を必要とした理由

合併に至る経緯の概要

廃置分合に伴う関係市町村の議会の議決書及び会議録の写し

廃置分合

廃置分合に伴う財産処分に関する協議

廃置分合に伴う薩摩川内市の議会の議員の定数に関する協議

廃置分合に伴う経過措置に関する協議

廃置分合に伴う協議書の写し

財産処分に関する協議書の写し

薩摩川内市の議会の議員の定数に関する協議書の写し

経過措置に関する協議書の写し

廃置分合に伴う告示の写し

薩摩川内市の議会の議員の定数に関する告示の写し

経過措置に関する告示の写し

合併協定書及び市町村建設計画書

市の要件に関する調書

関係図面及び写真



．新市の名称及び名称選定理由

（ ）新市の名称
新市の名称は、 薩

さつ

摩
ま

川内
せんだい

市
し

とする。

（ ）名称選定理由
この地域は薩摩地方に位置し、奈良 江戸時代を通じて、薩摩国に属し、新市が薩摩郡の 町 村

と川内市が合併して誕生する市であるなど、当地域の歴史と伝統を象徴し、新市にふさわしい名称で

ある。

また、鹿児島を代表する地名である 薩摩 の名を冠することにより、新市が鹿児島県内に位置す

ることが即座に理解され、薩摩の持つ力強いイメージとも相まって、新市の全国的な知名度の向上に

資することが期待される。

新市の名称を検討するに際しては、合併協議会に小委員会を設置し、全国から公募を行い、

件 種類の応募の中から選定した。

当該名称の選定にあたっては、応募数の多寡によらず新市にふさわしい名称を選定する方針のもと

に選定したが、結果的には多数の応募をいただいた 薩摩川内市 に名称が決定されており、 薩摩

川内市 の名称は、多くの方々から当地域にふさわしい名称として支持を受けたものである。

なお、 薩摩川内市 の 薩 の字形については、当該字形による新市名称の応募が多数であった

こと、合併関係市町村・議会における公文書で当該字形が日常的に使用されていること、新聞等で使

用されていること、などから、新市名称に使用したものである。

以上の理由により、新市の名称を 薩摩川内市 とするものである。

．新市の事務所の位置及び選定理由

（ ）新市の事務所の位置
新市の事務所（本所）の位置については、川内市神田町 番 号（現在の川内市役所）とする。

但し、将来、交通事情や他の官公署との位置関係などを踏まえ、住民の利便性の確保等を考慮の

上、その位置の検討を行うものとする。

（ ）選定理由
住民等の交通の利便性からみて、地理的に新市の中央部にあたる川内市内に、新市の事務所を置く

ことを妥当とした。

また、本所は、既存の現川内市役所庁舎を活用することとした。

これは、同庁舎は、昭和 年に建築されたものであり、若干手狭ではあるものの老朽化はさほど進

んでおらず、今後も十分使用に耐えうるものであることから、住民感情等も考慮の上、新庁舎を新た

に建設せず、むしろ当面それらに要する経費を住民福祉の充実等の行政サービス向上に振り向けるべ

きであると判断したことによるものである。

なお、但し書き部分は、合併後の社会情勢の変化、あるいは新たな市街地形成がなされた場合等

に、住民の要望や意向を踏まえ庁舎を移転する可能性を付記したものである。



．廃置分合を必要とした理由

（ ）位置と地勢
薩摩半島の北西部に位置し、川内市をはじめとする本土区域と、上甑島、中甑島、下甑島で構成さ

れる甑島区域で構成されている。

東シナ海に面した変化に富む海岸線、市街地を悠々と流れる一級河川 川内川 、藺牟田池及びそ

の周辺の山をはじめとするみどり豊かな山々や湖、地形の変化の美しい甑島、各地の温泉など、多種

多様な自然環境を有している。

新市が有するこれらの多彩で美しい自然は、川内川流域県立自然公園、藺牟田池県立自然公園及び

甑島県立自然公園に指定されており、人々に親しまれている。

（ ）人口と面積
平成 年の国勢調査による新市の人口は 人であり、平成 年から平成 年の増減率は

の減少となっている。

世帯数は近年増加傾向にあり、平成 年度は 世帯、平成 年では 世帯となっている。

人口の減少は、若年者の流出に歯止めがかからないためであり、世帯数の増加は核家族化の進展等

によるものと考えられる。

新市の総面積は で、その内訳は、本土が 、甑島が となっている。総面積

は鹿児島県の総面積 の ％を占めている。

（ ） 市 町 村の沿革
川内市は、昭和 年、隈之城村、平佐村、東水引村の 村が合体し、川内町となり、昭和 年、市

制施行により川内市となった。その後、水引村、永利村、高江村、下東郷村の一部及び高城町を編入

し現在に至っている。

脇町は、いわゆる 明治の大合併 で、塔之原村、倉野村、市比野村が合体し 脇村となり、昭

和 年、町制が施行され現在に至っている。

入来町は、明治の大合併で、浦之名村、副田村が合体し入来村となり、昭和 年、町制が施行され

現在に至っている。

東郷町は、明治の大合併で、斧淵村、船倉町、宍野村、鳥丸村、藤川村、南瀬村、山田村が合体し

上東郷村となり、昭和 年、町制が施行され東郷町となった。その後、昭和 年、下東郷村の一部を

編入し現在に至っている。

祁答院町は、昭和 年、大村、黒木村、藺牟田村が合体して祁答院町となり現在に至っている。

里村は、明治 年、上甑村から分村し、現在に至っている。

上甑村は、明治の大合併で、里村、中甑村、中野村、江石村、桑ノ浦村、平良村、小島村、瀬上村

が合体して上甑村となり、明治 年、里村が分村し、現在に至っている。

下甑村は、明治の大合併で、藺牟田村、長浜村、青瀬村、片野浦村、手打村、瀬々野浦村が合体し

て下甑村となり、昭和 年、鹿島村が分村し、現在に至っている。

鹿島村は、昭和 年、下甑村から分村し、現在に至っている。



（ ） 市 町 村の現況
川内市は、九州三大河川のひとつ 川内川 が市街地中心部を流れ、海岸部と山間部をあわせ持

ち、古くから天孫降臨の神話によって皇祖発祥の地とされるニニギノミコトの御陵・可愛山陵、古代

中世に薩摩国の中心として栄えた薩摩国府薩摩国分寺跡、薩摩一宮として中世以降周辺住民の信仰

の対象になってきた新田神社、豊臣秀吉と島津義久が和議を結んだ泰平寺、四百年の歴史のある 川

内大綱引き などを残す歴史と文化豊かな鹿児島県の主要都市として発展してきた。

平成 年 月 日に開業した九州新幹線の停車駅であると同時に肥薩オレンジ鉄道の南の起点駅で

ある川内駅や、中国に一番近い重要港湾川内港を有するなど、川薩地域の玄関口の役割を担ってお

り、また、今後南九州西回り自動車道の整備が予定されていることからその重要性がますます高まっ

ていくことが予想され、“人・まち輝く 水景文化都市 川内”をテーマに、美しい緑や水際など豊

かな自然に囲まれた、親しみのもてる質の高い都市環境のもとで、多様な交流が生み出されていき、

自然や歴史・文化に親しみながら安心して生活できるうるおいとにぎわいに満ちたまちづくりを進め

ている。

脇町は、川内川の支流、 脇川沿いに開け、昔から多くの方々に親しまれてきた市比野温泉があ

り、 温泉とホッケーの町 として知られているが、高齢化社会の到来に併せ、高齢者の 生きがい

づくり を促進するとともに、スポーツと観光を組み合わせた施策の推進、さらには、定住促進対策

（宅地分譲）等の推進を図り、 住みよい町 住みたい町 づくりを目指している。

入来町は、 温泉と歴史とキンカンの里 として知られ、東部・南部に連なる 級の山々を源流

とする つの川が町の中央部で合流し、 脇川となり川内川に注いでいる。また、町のほぼ中央部に

位置する麓地区は、中世からの古い街並が全国的に知られており、入来文書や武家屋敷門など多くの

史跡・文化財が残っている。さらに、町内にはいたるところに美しい棚田があり、内之尾地区は日本

棚田百選の一つに選定されている。

東郷町は、早春には国の天然記念物に指定されている藤川天神の香ばしい臥竜梅が咲き、夏から秋

にかけて川内川などの清流に鮎が跳ね、また 年を通じて、四季折々の果物が実る 臥竜梅とフルー

ツの里 であり、江戸時代元禄年間に伝えられたという 東郷文弥節人形浄瑠璃 は、貴重な伝統芸

能として保存・伝承されているなど歴史ある町である。

祁答院町は、鹿児島県のほぼ中央に位置し、国内希少野生動植物であるベッコウトンボが生息する

藺牟田池県立自然公園をはじめ豊かな自然環境に恵まれた 森と湖と温泉の町 である。火口湖の藺

牟田池では、マラソン大会や鉄人レース、 のナイアガラが行われる納涼花火大会など、年間を

通じて多くのイベントが開催される。

里村は、薩摩半島の西方海上、県本土から約 沖の東シナ海に浮かぶ甑島列島の最北端に位置

し、串木野港から高速船で約 分と、本土に最も近い距離にあり、甑島の玄関口となっている。里村

は、トンボロと呼ばれる島と島とを連結する砂州の上に存在し、その沿岸には、奈良時代、朝廷が遣

わせた遣唐使が、季節風や暴風により、漂着したという記録が残っている。

上甑村は、里村と隣接し、藺牟田瀬戸を隔てて鹿島村に面している。海岸は北西岸が直線的で、南

西岸は入江が多く、東北岸に 長目の浜 、 なまこ池 、 貝池 などの景勝地があり、世界に名高い

鹿の子百合の自生地でもある。上甑島と中甑島の間に架かる全長 メートルの 甑大明神橋 で

は、毎年 甑大明神マラソン が開催されている。

下甑村は、甑島列島の最南端に位置し、自然が生み出した奇岩・断崖など景勝地も多い。 しもこ

しき 新・竜宮の里 をテーマに、海の恵みと 思いやりの心に満ちた活力のあるむらづくりを進め



ており、特に手打海水浴場の沖合 、水深 のポイントで取水される海洋深層水を利用した事

業が実施され、海洋深層水のリラクゼーション（タラソテラピー）への活用についても研究が進めら

れている。

鹿島村は、 やすらぎを求め、生き生きと人が輝く、海洋生産基地かしまの創造 を基本理念とし

て、村づくりに取り組んでいる。甑島列島の中央部に位置し、漁業が基幹産業として村の経済を支え

ており、栽培漁業の推進を図るなど、安定的な漁業生産の推進を最大の課題としている。

（ ）合併までの経緯と取り組み
平成 年 月に、県内各地域の合併パターンを示した県市町村合併推進要綱が策定された。

これを受けて、平成 年 月 日に、 市 町 村（川内市、串木野市、市来町、 脇町、入来

町、東郷町、宮之城町、鶴田町、薩摩町、祁答院町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村）の助役を中心

として、 市町村合併に関する情報交換会 を発足させ、各市町村において住民説明会を実施するな

ど、合併の必要性等についての認識を深めるべく取り組んだ。

平成 年 月 日には、 市 町 村（川内市、串木野市、市来町、 脇町、入来町、東郷町、里

村、上甑村、下甑村、鹿島村）の首長が、 合併問題勉強会 （各市町村担当課長等により構成）の設

置に合意し、各市町村の現況、地域の将来像、先進例から見た合併協議の進め方などについての調査

研究を行うとともに、各市町村において住民アンケートが実施された。

同年 月 日には、任意合併協議会への参加を希望する、川内市、串木野市、 脇町、入来町、東

郷町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村の 市 町 村の市町村長が参集し、 月初旬の任意合併協議

会設立を申し合わせ、協議会名称、設立時期、委員構成、組織体制、規約、予算等の基本的事項の調

整を行い、その後、 月 日に祁答院町長からの参加申し入れを承諾し、平成 年 月 日、 市

町 村で、合併協定項目等を協議するため、川西薩地区任意合併協議会を設立した。

同年 月 日には、この 市 町 村が県の合併重点支援地域の指定を受け、任意合併協議会で

は、合併問題に係る調査研究に関する事項、新市まちづくり計画の策定方針に関する事項、法定合併

協議会設置に関する事項等について協議を重ね、共通認識と理解を積み上げた。

任意合併協議会での調査研究、協議の結果、法定合併協議会参加の意思表明を保留した下甑村を除

く 市 町 村で合併に関する協議を更に進めるため、各市町村の 月議会における法定合併協議会

設置議案の議決を経て、同年 月 日、川西薩地区法定合併協議会が設置された。

川西薩地区法定合併協議会では、合併協定項目、合併期日、合併方式、新市の事務所位置などの重

要案件が審議されていたが、平成 年 月 日、串木野市長から離脱表明があり、その後、串木野市

長と串木野市議会の意思統一された最終方針が示されない状態が続き、合併協議が停滞した。

そこで、今後の合併協議スケジュール及び現行の合併特例法の期限を勘案すると、これ以上、合併

協議を停滞させることができないと判断し、川西薩地区法定合併協議会の活動を休止し、同年 月

日、法定合併協議会への参加申し入れをした下甑村を含む 市 町 村（川内市、 脇町、入来町、

東郷町、祁答院町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村）による合併協議を先行させるため、各議会にお

ける法定合併協議 会設置議案の議決を経て、同年 月 日、川薩地区法定合併協議会を設置した。

川薩地区法定合併協議会では、川西薩地区法定合併協議会での協議結果を引き継ぎ、まちづくり計

画原案の住民広聴会等を実施しながら、同年 月 日まで計 回の協議を経て、全ての合併協定項目

の審議を終了し、住民説明会での意見広聴を行った後、平成 年 月 日、合併協定書案の承認に至

り、同日、合併協定調印式を行い、同年 月、各市町村議会での廃置分合関連議案が可決された。



（ ）廃置分合を必要とした理由
本格的な少子高齢化社会の到来、高度情報化や国際化の一層の進展、住民の価値観や生活様式の変

化などにより、今後ますます住民ニーズの多様化・高度化が進展するものと予想され、また、交通・

情報・通信手段の発達により、住民の日常生活圏が行政区域を越えて拡大しており、介護保険、環境

問題など隣接する市町村が協力して取り組まなければならない広域的課題も多くなってきている。

国において、地方行財政制度の抜本的改革が進められている中で、川薩地区においても、財政基

盤、行政機構の強化が急務となっており、また、効率的な行財政運営により捻出された財源を、長期

安定的な住民サービスの提供、地域の活性化に充てることは、行政の責任であり、住民の利益に資す

るものである。

このため、合併協議会での協議を重ねた結果、行政運営の効率化・合理化、住民サービス維持向上

のための経費削減効果の発揮、地域内の一体的整備などのためには、 市 町 村の合併が最善であ

るとの共通認識を得たことから、廃置分合申請を行うものである。

なお、住民説明会等においても、地域特性を活かした個性ある圏域づくりを目指す当地区の合併に

対する期待と支持は大きく、住民の大多数は、合併の必要性について理解を示している。

．合併に至る経緯の概要

年 月 日 経 緯

平成 年 月 日 地方分権一括法施行

平成 年 月 鹿児島県市町村合併推進要綱公表

平成 年 月 月 鹿児島県市町村合併推進要綱市町村説明会の開催

平成 年 月 月 鹿児島県市町村合併推進要綱に掲げられた川薩圏域 パターン（ 市 町
村）で、助役等による 市町村合併に関する情報交換会 開催（ 回開催）

平成 年 月 月 関係市町村で住民説明会を実施

平成 年 月 月 関係市町村で住民アンケートを実施

平成 年 月 日 市 町 村首長会議で、課長等による 合併問題勉強会 の設置合意

平成 年 月 月 合併問題研究会開催（ 回開催）

平成 年 月 日 任意合併協議会設立準備会設置（ 市 町 村 川内市、串木野市、
脇町、入来町、東郷町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村）

平成 年 月 日 祁答院町から設立準備会への参加申し入れ

平成 年 月 日 首長、議長懇談会で祁答院町の設立準備会参加合意

平成 年 月 日 第 回川西薩地区任意合併協議会開催（ 市 町 村 川内市、串木野
市、 脇町、入来町、東郷町、祁答院町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村）

平成 年 月 日 市 町 村を対象として、県合併重点支援地域指定

平成 年 月 日 第 回川西薩地区任意合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川西薩地区任意合併協議会開催

平成 年 月 月 新市将来構想アンケート調査（世帯対象 回収率 ％）

平成 年 月 日 合併講演会（講師兵庫県篠山市まちづくり推進課長）

平成 年 月 日
第 回川西薩地区任意合併協議会解散、第 回川西薩地区法定合併協議
会開催（下甑村は参加を保留。 市 町 村 川内市、串木野市、 脇
町、入来町、東郷町、祁答院町、里村、上甑村、鹿島村）

年 月 日 経 緯



年 月 日 経 緯

平成 年 月 月 まちづくりに対する意見募集（ 件）

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 月 新市名称公募（ 件、 種類）

平成 年 月 日 串木野市長が川西薩地区法定合併協議会からの離脱意向を表明

平成 年 月 日 まちづくりフォーラム提言報告会（ 名参加）

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 下甑村長、下甑村議会議長から川西薩地区法定合併協議会への参加申入れ

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日
法定合併協議会設立準備会設置（離脱意思を表明した串木野市を除き、
参加意思を表明した下甑村を加えた 市 町 村 川内市、 脇町、入
来町、東郷町、祁答院町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村）

平成 年 月 日 第 回川西薩地区法定合併協議会で活動休止決定

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催（ 市 町 村による先行協議）

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 月 まちづくり広聴会（ 会場 名参加）

平成 年 月 月 新市名称公募（ 件、 種類）

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催、まちづくり計画の県知事協議終了

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催
（新市名 薩摩川内市 を確認、 まちづくり計画 確認）

平成 年 月 日 まちづくり計画書を県知事へ送付

平成 年 月 日 まちづくり計画書を総務大臣へ送付

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 月 市町村合併住民説明会（ 会場 名参加）

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催
合併協定調印式

平成 年 月 日 日 市 町 村議会で廃置分合議決

平成 年 月 日 第 回川薩地区法定合併協議会開催

年 月 日 経 緯



県内類似団体
区別

薩摩
川内市

川内市 脇町 入来町 東郷町
祁答院
町

里村 上甑村 下甑村 鹿島村 備考
個
別
表

人口
現在（人） 現在

官報公示（人） 国調

当り人口（人） 国調

戸数
現在（戸） 現在

国勢調査（戸） 国調

連たん状況
連たん戸数（戸）

現在
全戸数に対する割合（％）

人口増加率（％） 国調 国調

行政区域

面積（ ）

月現在東西（ ）

南北（ ）

業態別従

事者及び

その者と

同一世帯

に属する

者

都市的

業態

第 次産業（人）

国調

第 次産業（人）

計（人）

その他

の業態

第 次産業（人）

その他（人）

計（人）

官公署

地方法務局支局又は出張所

現在

警察署

税務署

保健所

労働基準監督署

公共職業安定所

官公署

郵便局

現在内訳

普通

特定

簡易

その他の官公署等

中学校以上

中学校
年学校基本調査

高等学校

大学

文化施設 個 別 表 の と お り

公営企業

上水道

現在下水道

その他

交通普及状況 個 別 表 の と お り

県民税
納税額 （千円）

年度決算
人当たり（円）

市町村税
納税額 （千円）

人当たり（円）

前年度予算総額（千円） 年度一般会計当初

銀行
本店

現在
支店

会社（資本金 万円超） 現在

衛生施設
病院

現在
診療所

娯楽施設
劇場

映画館

生産額

総額（百万円）

年度

戸当たり（万円）

内訳

鉱工産（百万円）

農産（百万円）

その他（百万円）

都市計画事業 個 別 表 の と お り

主要幹線街路の街路施設 個 別 表 の と お り

住民の担税力、財政状況 個 別 表 の と お り

将来発展性 個 別 表 の と お り

市の要件に関する調書

廃置分合申請書添付資料



人 口 国勢調査（各年 月 日）

薩 摩 川 内 市 川 内 市 脇 町 入 来 町 東 郷 町

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

昭和 年

昭和 年

平成 年

平成 年

平成 年

祁 答 院 町 里 村 上 甑 村 下 甑 村 鹿 島 村

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

人 口
（人）

増減数
（人）

増加率
（％）

昭和 年

昭和 年

平成 年

平成 年

平成 年

都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する者の数

平 成 年 度 （国調）

薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

都 市 的
業態（人）

第 次産業

第 次産業

計

その他の
業態（人）

第 次産業

その他

計

就業者合計（ ）（人）

都市的業態人口の割合 （％）

平 成 年 度 （国調）

薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

都 市 的
業態（人）

第 次産業

第 次産業

計

その他の
業態（人）

第 次産業

その他

計

就業者合計（ ）（人）

都市的業態人口の割合 （％）



）住民 人当りの担税力（平成 年度） （単位 千円）
薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

県民税
課 税 額

人当り（円）

市町村
民 税

課 税 額

人当り（円）

合 計
課 税 額

人当り（円）

（ ）住民 人当りの固定資産税評価額（平成 年度） （単位 千円）
区 分 薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

土 地
評 価 額

人当り（円）

家 屋
評 価 額

人当り（円）

償 却
資 産

評 価 額

人当り（円）

合 計
評 価 額

人当り（円）

（ ）住民 人当りの財政状況 （単位 千円）
区 分 薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

平成
年 度

基準財政
需 要 額

人当り（円）
平成
年 度
一般会
計当初

歳出予算額

人当り（円）

平成
年 度

普通交付
税交付額

人当り（円）

平成
年度末

地方債現在高

人当り（円）

（ ）税の滞納状況及び徴収率調べ（平成 年度） （単位 千円）
区 分 薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

調 定
済 額

現年課税分

滞納繰越分

合 計

収 入
済 額

現年課税分

滞納繰越分

合 計

徴収率

現年課税分

滞納繰越分

合 計

（ ）過去 か年の普通会計決算 （単位 千円）
区 分 薩摩川内市 川内市 脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

平成
年 度

歳入決算額

歳出決算額
歳 入 歳 出
差 引 額
翌年へ繰越
すべき財源

実質収支額

平成
年 度

歳入決算額

歳出決算額
歳 入 歳 出
差 引 額
翌年へ繰越
すべき財源

実質収支額

平成
年 度

歳入決算額

歳出決算額
歳 入 歳 出
差 引 額
翌年へ繰越
すべき財源

実質収支額



（ ）過去 か年の財政指標

財政力指数

区 分 平成 年度 平成 年度 平成 年度

川内市

脇町

入来町

東郷町

祁答院町

里村

上甑村

下甑村

鹿島村

薩摩川内市平均

公債費比率

川内市

脇町

入来町

東郷町

祁答院町

里村

上甑村

下甑村

鹿島村

薩摩川内市平均

起債制限比率（ 年平均）

川内市

脇町

入来町

東郷町

祁答院町

里村

上甑村

下甑村

鹿島村

薩摩川内市平均

経常収支比率

川内市

脇町

入来町

東郷町

祁答院町

里村

上甑村

下甑村

鹿島村

薩摩川内市平均



将来の発展性

ア．地勢
薩摩半島の北西部に位置し、九州新幹線や 鹿児島本線、南九州西回り自動車道、国道 号、国

道 号などが交差する交通の要衝に位置するなど恵まれた交通アクセスにより、商業・教育・文

化・医療・行政等の都市機能が集中し、工業団地には多くの企業が進出するなど南九州における経

済・物流の拠点として期待される。

また、肥沃な農地が広がる一級河川 川内川 流域、海洋資源に恵まれた東シナ海での農林水産業

や、変化に富んだ海岸線、薩摩半島の西約 の洋上に浮かぶ甑島等の美しい景観、多様な泉質の温

泉など地域特有の文化・歴史等の資源を活かした個性ある観光地づくりが期待される。

イ．人口及び世帯数等
現況及び推移

・人口及び世帯数

当該地域の人口は、平成 年の国勢調査によれば 人であり、平成 年から平成 年の増減

率は ％の減少となっている。

昭和 年までは増加傾向にあったが、その後減少傾向となっている。

一方世帯数は近年増加傾向にあり、平成 年度は 世帯、平成 年では 世帯となってい

る。

人口の減少は少子化の影響であり、世帯数の増加は核家族化に伴う影響と考えられる。

昭和 年 昭和 年 昭和 年 平成 年 平成 年 平成 年

総人口

年少人口
（ 歳）

生産年齢人口
（ 歳）

老年人口
（ 歳以上）

世帯数

人口及び世帯数（国勢調査） 単位 人、世帯

将来見通し

・総人口

推計方法

コーホート要因法

総人口見通し

新市の将来人口を、コーホート要因法により推計すると、平成 年で 人（平成 年度比

％減）、平成 年で 人（同 ％減）と試算される。



区分 平成 年 平成 年
合併 年後 合併 年後

（平成 年） （平成 年）

総人口

年少人口

歳

生産年齢人口

歳

老年人口

歳以上

総人口見通し （単位 人）

ウ．産業
産業状況

・第 次産業

一級河川 川内川 が流れるこの地域では、水と緑に抱かれた肥沃な農地が広がり、米作、果樹栽

培、野菜栽培、畜産などが行われる農業地域であり、また、東シナ海の恵まれた海洋資源を有した水

産業が盛んに行われ、カンパチ・シマアジ・アワビ等の高級魚介類を主体とした養殖業も行われてい

る。

就業者の状況は、昭和 年は、 人であり、平成 年は 人となっており、減少傾向とな

っている。

・第 次産業

川内川流域においては製紙業、電子部品製造業の 次産業の集積がみられるほか、原子力・火力発

電による大規模な電力供給が行われており、地域の雇用に大きく寄与し、また、地域経済にも大きく

影響している。

九州新幹線、南九州西回り自動車道の開通や川内港の利用促進により、企業進出など南九州におけ

る経済・物流の拠点として期待される。

就業者の状況は、昭和 年は、 人であり、平成 年は 人となっている。

・第 次産業

九州新幹線、南九州西回り自動車道の開通及び幹線道路網の整備により、商業の活性化が期待さ

れ、みどり豊かな農山村や趣のある温泉街地域、変化に富んだ海岸線、甑島等の美しい景観を有する

地域など、多彩な地域特有の文化・歴史・風土・多様な泉質の温泉を活かした観光地の形成や、広域

観光ルートの形成を推進することとしている。

就業者の状況は、昭和 年は、 人であり、平成 年は 人となっており、増加傾向とな

っている。



昭和 年 平成 年 平成 年 平成 年

第一次産業

第二次産業

第三次産業

計

産業別就業者の割合 （単位 人）

エ．交通の状況
道路

本土区域では、福岡県北九州市 鹿児島市を結ぶ国道 号が市街地をほぼ南北に縦断し、鹿児島市

とは中心市街地からは 数キロメートルの距離にあり、自動車による移動時間は 時間前後である。

また、鹿児島市 出水市を結ぶ国道 号が新市の東側に位置する入来町を縦断し、市街地国道

号から熊本県人吉市へ結ぶ国道 号が東に延びている。

今後、南九州西回り自動車道の建設を促進し、新市の一体感の醸成や交流促進を図るために新市内

外や駅、港湾、インターチェンジなどの交通拠点を結ぶ幹線道路網のネットワークを整備する必要が

ある。

上甑、中甑、下甑の三島と付近の小島からなる甑島の交通は、自家用自動車やバス、タクシーが中

心となっており、上甑島から中甑島までは甑大明神橋と鹿の子大橋により結ばれている。今後、甑島

の縦貫道の整備と藺牟田瀬戸架橋の実現について検討を進めることとしている。

航路

甑島と県本土との交通手段としては、甑島から串木野市までフェリー、高速船が 日各 往復運航

（所要時間は高速便利用で串木野市 里村間で 分）している。

鉄道

国道 号に並行して、鹿児島市から川内市までは、 鹿児島本線が通っており、川内駅を含め

つの駅を有している。

また、平成 年 月 日には、九州新幹線鹿児島ルート（新八代 鹿児島中央間）が開業された。

川内駅から熊本県方面へは、新幹線のほか、熊本県と鹿児島県、そして沿線の 市町等が出資し、

第三セクター鉄道会社として設立した肥薩おれんじ鉄道が八代駅まで結んでおり、川内駅を除き つ

の駅を有している。

鹿児島中央駅までの所要時間は、 鹿児島本線では概ね 分前後、新幹線では概ね 分である。

オ．まちづくりの方向
新市のまちづくりは、「地域自らが考え、地域自らが取組む主体的な地域づくり」を進めていくとい

う視点が求められていることから、地域が持つ資源を再確認し、その歴史や特性を最大限に活かした

取組みを展開するとともに、人々の価値観や社会経済の変化など、様々な環境に対応した取組みが必



要となってくる。

一方、新市全体で資源や施設を共有し拠点的機能を分担・連携する中で、 都市力 を向上させ効

果的に発展していくためには、魅力の高い都市機能を充実させるとともに、新市内の連携・交流を促

進する快適で利便性の高い社会基盤の整備・強化が必要である。

このようなことから、それぞれの地域や地区コミュニティの特性を活かしながら 万人都市の潜在

力を最大限に発揮し、これらが連携することにより新しい価値を創造していくという方針のもと、

“地域力”が奏でる“都市力”の創出 をまちづくりの基本理念とする。

また、自然や歴史・文化的な資源と人々の営みというような「地域力」を育てながら「都市力」を発揮

する新しいまちづくりを実践する主体は市民であり、この「地域力」は、市民の一人ひとりが、あるい

は地区コミュニティがお互いの信頼関係を築きながら共有できる将来像を描き、その実現に向かって

協働し努力していくことが必要である。

このような考え方を基本とし、 市民が創り 市民が育む 交流躍動都市 を新市がめざすべき将

来都市像と定め、 つの分野の基本方針を掲げ推進するものとする。

（ ）コミュニティを活かし地域力を育むまちづくり

新しいまちづくりは、市民一人ひとりが主役であり、生活の基盤となる各地域の活性化こそが新市

全体の活力の源である。従来の市町村の境を取り払い、新市の自然・文化・人材などの貴重な資源を

有効に活用したまちづくりを進めるには、市民の意見や要望をより良く反映させるとともに、市民自

らがまちづくりに積極的に参画することが必要である。

このため、市民の自主的な活動を促進するしくみづくりや組織体制の再構築を図るほか、それぞれ

の地区コミュニティへの積極的な活動支援及び活動拠点施設の整備・充実を図るとともに、ボランテ

ィア団体や民間非営利組織（ ）等を育成支援することにより、市民の社会参画を推進する。

さらに、市民の地域社会やまちづくりへの参画を促すための広聴広報の充実と個人情報の保護を配

慮した情報公開を推進するとともに、電子自治体の構築及び様々な機関との情報のネットワーク化の

推進により、事務の効率化及び市民サービスの向上に努めることとする。

（ ）健康でともに支え合うまちづくり

今後も高齢化が進む中で、高齢者、障害者、児童を含むすべての市民が、住み慣れた地域・地区の

中で健やかに暮らせるまちづくりを進めることが必要である。

このため、保健・医療・福祉に関する様々な施策・事業の充実を図るとともに、市民が自ら進んで

行動し、ともに助け合い、支え合う社会システムづくりを進め、誰もが安心して暮らせる福祉社会の

構築に努める。

また、高齢者・障害者及び健常者の生きがいづくりに関する施策の推進、学童保育の推進、相談体

制や子育て支援ネットワークの広域化、少子化対策の推進及び地域医療機関の確保や救急医療などの

医療サービス体制の拡充に努めることとする。

（ ）地域の特色を活かした教育・文化のまちづくり

生涯を通じて自らの個性と能力を伸ばし、いきいきとした人生を築きたいという意識の高まりへの

対応を図るとともに、豊かな心・国際的な広い視野・創造力を持った魅力ある人材を育む教育・文化

のまちづくりが求められている。

このため、豊かな人間性を育む幼児教育・学校教育及び郷土教育の充実や教育施設の整備等による

教育環境の充実を図るほか、家庭での教育力を高めながら学校と家庭、コミュニティが一体となった

教育や青少年の健全育成を進める。



また、いつでも、どこでも、誰もが生涯にわたり多様な学習機会やスポーツ・レクリエーション活

動を楽しみ、加えて、その学習成果を活かせる活動の場の確保等の支援体制、人材バンクの整備及び

派遣制度の普及など、生涯学習体制の充実強化、各地域・地区で受け継がれている伝統芸能・伝統文

化の保存継承、広い視野を育てる交流活動の推進など人材の育成や個性のある地域づくりに努めるこ

ととする。

（ ）誰もが安心して快適に暮らせるまちづくり

新市は、海、山、川、湖、温泉などの豊かな自然環境資源に恵まれている。こうした豊かな環境と

快適な生活との両立を前提にしながら南九州の拠点都市として発展していくためにも一層の生活環境

の整備が求められている。

このため、市民生活における安全の確保をはじめ、自然環境の保全、上下水道の適正な整備などを

進め、災害に強い、誰もが安心して暮らせるまちづくりを推進する。

また、地球環境への負荷を軽減するため、市民・事業者と行政が協働して省資源化やリサイクルな

どに努め、資源循環型社会の構築を図ることとする。

（ ）地域力を発揮し産業活力を創出するまちづくり

新市の発展を支え、活力と活気を生み出す源は産業活動にある。また、多様な雇用機会の確保・創

出は、若者の定住や人口の増加のための重要な条件となる。

このため、新市の最大の資源である豊かな自然を活かした農業や水産業、更に各種製造業、サービ

ス業など多種多様な地場産業の「地域力」を十分活用した創造性あふれる産業の展開を図り、新市内で

循環する経済構造を創出することで、新市の自立的な発展をめざすこととする。

（ ）都市力を創出するまちづくり

新市の潜在力の発揮を図るとともに、快適で利便性の高いまちづくりを進めるためには、情報通信

基盤を含めた都市機能の向上を図ることが必要である。

このため、住宅・公園の整備や都市計画マスタープランに基づく都市計画事業等の実施により機能

的で美しい都市空間を創出し、都市拠点性と総合的な魅力を一層高める取組みを進める。

また、九州新幹線や南九州西回り自動車道の波及効果を新市全体に広げるために、重点的かつ一体

的な幹線道路網の整備を図るとともに、交通ネットワークのさらなる充実をめざす。併せて、港湾機

能の向上と利用促進を図る。さらに、安全で安心して暮らせる都市の形成をめざし、河川改修、砂防

急傾斜地対策に取組むこととする。

（ ）みんなで進める市民参画のまちづくり

地方分権の進展により自治体の自主的な活動範囲が広がる中で、市民ニーズも多様化し、まちづく

りの進め方も行政主導から、行政と市民の役割分担のもとでまちづくりを展開することが求められて

いる。

このため、新しい 対等と協力 の視点から市民と行政の関係を見直し、よりよいまちづくりの方

向を見極め協働していくことが必要であり、情報を共有し、知恵を出し合い、役割を分担し、まちづ

くりの実践に向けた体制の充実を図ることとする。

カ．その他
合併条件等

合併関係市町村は、その地理的な条件により通勤・通学・買い物及び医療等日常の生活圏として一

体化している。



合併の方式は対等合併であるので、合併後も地域バランスに配慮したまちづくりを推進していくこ

ととする。

なお、合併後は、地区コミュニティ協議会を設置し、地域住民からの意見・要望を取り入れるシス

テムを導入した。

選挙区

新市における最初に行われる選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間に限り、合併

前の各市町村の区域ごとに選挙区を設ける。なお、特例適用後の一般選挙からは、選挙区を設けな

い。

教育施設及び役場施設等の統合計画

公共施設の整備については、市民生活に急激な変化を及ぼさないよう既存施設の有効利用を図りつ

つ、地域の特性やバランス、利便性などにも十分配慮し、及び財政事情を考慮したうえで、計画的に

進めていくことを基本とする。

本庁 については、新庁舎建設までの間は合併前の川内市役所（川内市神田町 番 号）と

し、将来の新庁舎建設については、新市成立後、交通の事情、他の官公署との関係など、住民の利便

性を考慮し、研究することとする。

また、合併前の 町 村の役場は支所とし、合併前の支所、出張所は、出張所とする。

外郭団体の統合見通し

社会福祉協議会については、合併と同時に統一することが決定している。

なお、その他の公共的団体等の取扱いについては、新市の速やかな一体性を確立するため、それぞ

れの実情を尊重しながら統合整備に努めていく。

関係町村の事務処理能力

鹿児島県への実務研修生の派遣を行うとともに、鹿児島県自治研修センター主催の研修に参加し、

職員の資質向上に努めている。

その他の特性

特になし。
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